
申請時の所有の確認のため、必ず最新年度のものをご用意ください。
表紙

ここに名前の記載のある方が申請を行うことができます。
記載のある方が亡くなった場合は、相続済みの場合は相続をされた方、未相続の場合は相
続権の有する方が申請を行えます。（申請時に記載の方が亡くなっていることが分かる資
料を添付してください。）

【名前の後ろに“外”や“外〇名”の記載がある場合】
①“外”の一文字のみ記載がある場合は、所有者が亡くなっており未相続の場合です。“外”
の前に記載のある方のほかに、亡くなった所有者の相続権を有する方であれば申請を行え
ます。（記載のある方以外が申請の場合は、相続人であることが分かる資料を添付してく
ださい。）

②“外〇名”の記載がある場合は、共有で所有している場合です。“外〇名”の前に記載のあ
る方のほかに、共有者の方が申請を行えます。（記載のある方以外が申請の場合は、共有
者であることが分かる資料を添付してください。）

※家屋の課税標準額が決められた基準を下回る場合、家屋の固定資産税がかからないため、
家屋について記載されない又は納税通知書が送付されません。その場合は、固定資産税の
名寄帳や評価証明書、登記簿謄本などを添付してください。
（名寄帳、評価証明書は市役所２階の資産税課や各支所住民サービス課の窓口にて、本人
や委任を受けた方が取得できます。※取得には一件300円の手数料が必要です。（４月１
日から第一期の納期限までは、名寄帳のみ無料））

固定資産税納税通知書（課税明細書）での補助対象かの確認方法
※納税通知書（課税明細書）毎年４月初旬に固定資産の所有者宛てに送付されています。



①区分

②所在地

③種類 ④構造

⑤床面積

⑥建築年

２枚目以降

①“家屋”であることを確認してください。

②ここに記載の所在地を申請書に記載してください。（地番表記ですので、住所表記と異なる場
合があります。）

③“居宅”や“併用住宅”などの住宅が対象です。併用住宅の場合は、床面積の過半以上を居宅の用
に供している必要があります。（“店舗”などの記載がある家屋で、現在住宅の用途のみに使用し
ている場合は、対象となるか個別に確認しますので、建築住宅課にご相談ください。）

④木造の建物で2階建て以下の建物が対象です。

⑤増築がない場合はここの床面積を記入してください。同じ構造の増築分がほかに記載されてい
る場合は、その面積を含めた面積を記入してください。
500㎡以下の建物が対象です。

⑥S56年5月以前に着工したものが補助の対象です。（S56年の記載の場合、5月以前に着工された
住宅であることが分かる資料が必要です。資料がない場合は建築住宅課にご相談ください。）
建築年に“不明”の記載がある場合は、S56年5月以前に着工したことが分かる資料を添付いただく
か、建築住宅課にご相談ください。

※枠組壁工法・丸太組工法・大臣等の特別な認定を得た工法の住宅は対象外です。
※その他、接道要件を満たしていないなど、明らかな違反がある建物の場合、耐震診断の補助の
利用ができない場合があります。
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